



















































































































































































































































































個 人 研 究
先進国と発展途上国とが共通のテーブルについて意見
および経験の交換をする地域的な国際会議であって，
この種の会議は世界ではじめて開催されたものであ
る。現代の経済社会では，国際分業と協力とが不可欠
な状態にあることからみても，この会議はアジア・大
洋州地域諸国間で国際的な討議と相互理解を深めたも
のとして高く評価されるであろう。
　ところで，アジアにおける多くの国は，第2次大戦
後に独立国として第一歩をふみだし，それぞれの国に
は自情や経済発展段階にかなりの差があることも否定
できない。すでに検討課題として指摘したように，ア
ジアにおけるそれぞれの国の独立の経緯とかそれぞれ
め経済発展段階の現状，経済政策などについて綿密か
つ慎重に検討しなければならなし1ことはいうまでもな
い。独占禁止政策，独占禁止法を検討する場合にも，
以上の検討をふまえたうえで，それぞれの国の経済政
策との関係でその政策目標，内容を正しく位置づける
ことが必要である。アジアにおける多くの国は，発展途
上国であるため，それぞれの国民経済の位置，経済政策
との関連で，独占禁止政策，独占禁止法をみなければな
らないからである。しかも，アジアにおけるそれぞれ
の国が，独占禁止政策の基本理念にかかわる自由競争
とか市場経済といった概念についてどこまで認識し，
それを社会的に定着させようとしているかについても
具体的に検討していかなければならないわけである。
　そこで，本研究「報告概要書」1（3）で明示した
基本的立場のもとで具体的に設定した検討課題にした
がってそれぞれの問題点を明らかにしようと試みたわ
けである。ここでは，アジアにおけれるそれぞれの国
の経済実態，経済政策を念頭におきながら，独占禁止
法をめぐる問題状況を要約的に指摘しておこう。
　ところで，アジアにおけるそれぞれの国には，国情
や経済発展段階にかなりの差があるが，一部の国では
中進工業国グループと分類されているように工業化が
進展し，その工業製品の輸出が日本を含む先進資本主
義国と競合するような国も出てきている（『世界経済
評論』23巻5号所収の諸論文などを参照）。もとより，
それぞれの国は，健全な国民経済の育成発展のため，
多種多様な政策手段を採用している。それらの国の中
には，産業政策，地域開発政策，労働政策などを総合
的にとらえ，政策を具体化している事例もみられる。
さらにアジアの多くの国では，主要産業を国有化した
り，私企業の保護育成をはかったりするほか，外資，
外国技術を積極的に導入している。このようなそれぞ
れの国は，自国の国民経済の育成・発展のための「自
助努力」をしているが，それと同時に先進資本主義国
による発展途上国への経済援助が行なわれていること
もみおとすことができない。
　アジアにおけるそれぞれの国e＃　，経済の発展をはか
るために，外国資本の導入ととも・にすぐれた技術を導
入することに努めるとともに，他方で一定の規制を加
えることによつてその弊害を防止しようとしている。
外資を導入するための「受け皿」的な制度または外資
企業の優遇策としては，①税制上の優遇策（例，韓国，
タイ，マレーシア，インド等），②特許権，財産権の
保護，国有化，収用に対する補償などの保護策（例，
インドネシア），③奨励業種の指定，などを行なって
いる。他方において，国民経済および国内企業の育成
の観点から外資企業を規制しているが，その規制とし
ては，①制限業種，②出資比率制限，③雇用制限，④
国産化比率制限，⑤資金調達上の制限，などの制度を
おき，外国資本に対する規制を加えている。
　このように，アジアにおけるそれぞれの国では，そ
れぞれの経済の発展段階に応じて，多種多様な政策手
段を採用しているために，独占禁止政策にも差異が出
てくるのも当然であったといえよう。アジア諸国にお
ける現段階の経済介入は，資本主i義経済に必然的に発
生する弊害を規制する性格のものではなく，むしろ資
本主義経済を育成発展するものであったり，アジア特
有の社会主義経済を構築するものであったといえよ
う。独占禁止政策，独占禁止法は，’一般的には，独占
資本主義段階における固有の法ではあるけれども，ア
ジア諸国におけるそれは，必ずしもその．ように位置づ
けられるものではないように思われる。すなわち，発
展途上国における独占禁止政策は，必ずしもわが国の
それのように競争を維持することではなく，消費者保
護対策としてあるいは物価対策の一環として採用され
たり，あるいは，「自国企業を不当に拘束し，自国産
業の輸出競争力を阻害することを問題としており，し
たがって発展途上国の対策としては，自国企業に不利
な条件の直接投資や技術提携は，外資法等により不認
可にするという種類の規制であり，全般的に開放体制
を維持するということではない」（松下満雄「国際的
競争政策」r現代経済』11号）であろう。したがって，
アジア諸国における独占禁止政策は，先進資本主義国
におけるそれほど，経済政策において占める地位は高
くなく，しかも，あまり重視されていなかったと指摘
できるように思われ，独占禁止法を経済憲法として位
置づける段階にほど遠いことは否定できない。
　ところで，アジアの諸国でも独占禁止法をもってい
る国が多いが，その多くのものは1960年代後半以降に
制定されている。独占禁止法をもたないが，独占禁止
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政策をなんらかの方法で具体化している国もある。こ
のように，アジア諸国においては，1960年代後半に独
占禁止法が制定されたが，それはどういう背景で，い
かなる理由によるものであろうか。また，フィリピン
では，その憲法において独占および不当な取引制限を
規制することが明示されているほか，1925年に独占お
よび企業結合に関する法律，1930年に改正刑法（取引
を制限する独占および結合の禁止）等が制定された
が，どういう社会経済的背景でいかなる理由で制定さ
れたかに関する検討は重要な課題である。さらにフィ
リピンのこれらの法律はほとんど運用されず，社会的
に定着していなかったと指摘されているが，その原因
の究明も必要であるように思われる。これらの検討
は，現地調査を行なうなど将来において行なう予定で
ある。このように，アジアにおける多くの国では，
1960年代後半以降に，独占禁止法を制定しているが，
その歴史の浅いこともあってその運用面においてはほ
とんど機能していないようである。
　つぎに，アジア諸国における独占禁止法の代表例を
素材にして，若干の問題点を指摘しておきたい。
　①韓国　　経済成長の初期の段階では，成長それ自
体が国の目標であったためそれほど問題は生じなかっ
たが，経済の拡大と多様化にともない，「独占」の弊害
すなわち市場メカ＝ズムが有効に作用せず，悪性イン
フレ等が目につくようになってきた。そこで，1976年
3月，これらの事態に対処するために，「物価統制」
と「公正取引の確保」の二つを目的とする物価安定公
正取引法が制定された。韓国の独占禁止法では，価格
統制を主要な柱の一つになっており，しかも不公正な
取引方法として，価格差別，拘合せ販売，ボイコッ
ト，再販売価格維持行為を禁止しているほかに，「故
意の生産，販売制限」とか「買占め」などを禁止して
いる。このように，韓国の独占禁止法は，物価対策法
の性格をもち，しかもいわゆる反社会的，経済力濫用
行為を禁止しているところに特色がみられるように思
われる。
　②タイ　　タイでは，1947年に不当利得防止法が制
定され，1979年5月に同法が改正されて，独占禁止法
が制定された。タイの独占禁止法では，価格統制に関
する規定，独占禁止についての規定がおかれている。
価格規制については，日用品を中心として36品目の統
制商品を告示し，当該商品についての卸売価格，小売
価格，利益率の規制，価格の公表を行なっている。独
占禁止については，支配的企業を告示により指定し，
当該企業が他の支配的企業と価格，生産量，販売量，
取引先等を協議して決定することおよび他の支配的企
業の活動を制限することなどを禁止している。タイで
は，急激な物価上昇への対処が急務であったため，価
格統制に政策の重点がおかれている。そのために，独
占禁止の規定は，現在までのところ運用の実績はなく，
事実上，「死文化」されているようである。
　③イソド　　インドは，独自の社会主義経済の建設
をめざし，経済政策にも検討すべき課題は多くみられ
る。インド憲法では，貧困の解消，カースト制の否
定，信仰の自由等とならんで，公共の利益に反する富
の集中排除が謁われている。インドでは，経済制度の
運営が公共の利益に反する経済力集中をもたらさない
ようにし，また，独占の規制および独占的ないし制限
的取引慣行の禁止を確保するために，1969年に「独占
および制限的取引慣行法」を制定した。インドの独占
禁止法は，植民地時代の本国であるイギリスの独占禁
止法と類似しており，弊害規制主義の立場をとってい
る。すなわち，インドの独占禁止法では，過度の経済
力の集中，独占的取引慣行，制限的取引慣行などが禁
止されている。
　なお，イソドでは，現在，消費者保護をはかるた
めJ不公正な取引方法の禁止についての規定を採用す
べく検討中である。
　④パキスタン　　パキスタンでは．1970年，独占お
よび制限的取引慣行法が制定された。しかし，パキス
タンでは，1972年以降，産業国有化政策をおしすすめ
たため，独占禁止法はあまり運用されなかった。
　このように，アジア諸国における独占禁止法は，よ
うやく緒についたばかりで，市民の権利意識を背景
に，「生ける法」として社会的に定着するかどうかは，
今後の課題である。
　4，本年度では，西欧法，日本法との対比でアジア
の「独占禁止法」の現状をある程度，明らかにした。
しかし，本年度では，すでに指摘したように，予備的，
準備的な研究であり，十分なものではない。そこで，
本研究の位置を明らかにするために，将来の研究課題
との関係をあらかじめ示しておきたい。本年度では，
将来の研究対象をつぎのように，画定し，その一部の
研究課題に着手したにすぎないわけである。
　　　〔研究対象と課題〕
　1　アジアの経済的背景
　H　アジアの政治的背景
　IH　アジアにおけるそれぞれの国の経済の現状
　　（1｝経済の発展段階と成熟度
　　（2）経済の実態
　IV　アジアにおけるそれぞれの国の市民法について
　　（1｝市民法の生成と展開過程
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　　②　いわゆる固有法と継受法との関係一とりわ
　　　け所有と契約をめぐる問題状況について一
　　（3）その他
　V　アジアのそれぞれの国における経済政策と政策
　　手段について一経済政策立法の現状一
　VIアジアのそれぞれの国における独占禁止法の地
　　位と役割について
　　（1｝独占禁止法に関する問題状況
　　②　独占禁止法の制定事情
　　（3）独占禁止法の性格と内容
　　（4）独占禁止法の運用
　　（5）独占禁止法の機能
　　（6）その他
　W　アジアのそれぞれの国における「経済的弱老」
　　の権利保障について．
　さらに，以上の諸点を明らかにするためには，社会
主義国をも含めてアジア諸国間の関係についても考察
することが必要である。アジア「法」，アジア「経済
法」をトータルに把えるためには，それぞれの国に共
通にみられる法現象のほかに，それぞれの国の特有の
問題を正しく認識することが不可欠だからである。本
年度の研究は，このような問題意識のもとで，将来の
研究計画の全体像を想定しながら，あるいは研究の可
能性を模索しながら，さしあたり，第5章，第6章に
関する文献・資料の収集・整理などを行ない，問題点
を抽出するなどの予備的，準備的な作業を中心とする
ものであった。したがって，本年度の研究報告は．そ
の概要を示すのみであり，しかもこれからの研究計画
と部分的な研究「成果」を記録にとどめる程度のもの
であることをおことわりしておきたい。
　なお，アジア「法⊥アジア「経済法」の本格的な
研究およびその研究成果の発表，公刊は，検討課題の
綿密な検討を含めて後日に期したい。
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